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研究背景 

 東日本大震災による経済的損害総額 
 16兆9000億円 

 

 損害保険金支払総額＊ 

 1兆8346億円 （※2012年5月末現在） 
      (うち、企業向け損害保険金(地震保険を除く)約6000億 
   円含む ※金融庁2011年7月上旬時点の公表データより) 
 

 損害共済金支払総額＊ 

 約9000億円 
     (生命共済金含む ※金融庁2011年7月上旬時点の公表データより) 
 

 生命保険金支払総額 
 約2000億円  (※金融庁2011年7月上旬時点の公表データより) 
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全体の16.2％ 

生命保険含む
場合：17.4％ 
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図表1：地震保険の世帯加入率の変化 

出典：損害保険料率算出機構の公表データより作成 

研究背景（つづき） 

4 



出典：損害保険料率算出機構の公表データより作成 

研究背景（つづき） 

図表2：地震保険の付帯率の変化 
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研究目的 

出典：ハリントン and ニーハウス（2005）p.13より、加筆 

図表3：主なリスクマネジメント 

 
• 耐震補強 
• 家具等の転倒防止対策 
• 居住エリアの選択 etc. 

 

ロス・コントロールと地震
保険需要との関係？ 
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研究目的（つづき） 

 既婚世帯を対象としたアンケート調査によって、
家計の地震リスクマネジメントの実態を確認する。 
 

 調査データのロジット回帰分析を行い、家計の地
震保険需要に影響を及ぼす要因を解析する。 
 

 実証分析の結果に基づいて、いくつかの政策提言
を行う。 
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先行研究レビュー 

 世帯所得、保険料水準、実際の洪水経験、消費者のリ
スクに対する認識または評価などは、洪水保険の購入
要因として考えられる。 
 

◦ Browne and Hyot (2000)  

◦ Landry and Jahan-Parvar (2011)  → 世帯所得 
◦ Grace, Klein and Kleindorfer (2004), Kunreuther and Michel-

Kerjan (2011), Kriesel and Landry (2004), Botzen and van den 
Bergh (2012a, 2012b)  → 保険料水準（政府による価格規制の
効果を含む）  

◦ Michel-Kerjan and Kousky (2010), Botzen et al.(2009), Kunreuther, 
Meyer and Michel-Kerjan (2013) → 被災経験、消費者のリスク
に対する認識または評価 
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先行研究レビュー（つづき） 

 

 政府による救済活動またはそれに対する期待は、家
計の災害リスクマネジメント活動（→ 保険購入を含
む）を妨げる可能性がある。 

 

◦ ex.  Kunreuther and Pauly (2006) 
 

 家計の地震保険需要への影響要因について、世帯所
得、地震保険料水準、家計の地震リスクに対する認
知度、および被災経験などが考えられる。 

 

◦ 佐藤・斉藤(2010)、斉藤・顧 (2011)、Naoi, Seko and Ishino 
(2012)、瀬古・照山・山本・樋口 (2013) 

◦ 藤見・多々納 (2008)、直井 (2011) 
◦ 損害保険料率算出機構 (2009) 

 
9 



アンケート調査の概要 

 調査方法 
◦ インターネット調査 

 

 実施期間 
◦ 2013年1月～2月 

 

 調査対象 
◦ 日本全国の既婚世帯 

 

 回収サンプル数 
◦ 1369件（有効サンプル数1278件） 

 

 調査費用サポート 
◦ 第一生命・第一生命経済研究所寄付講座（一橋大学） 
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アンケート調査の概要 
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図表４： 世帯所得分布 (単位：百万円)

11 

 

本調査の世帯所得 
     

    平均所得：611.9万円 
     中央値：600万円 
 

※未婚世帯除く 
 

  厚生労働省 
「平成24年国民生活基礎調査の概況」 
    

                 世帯平均所得：548.2万円 
            中央値：432万円 
 

※福島県除く  



アンケート調査の概要 
 現住居形態について 
◦ 持ち家：70.6％ 
◦ 借家：26.7％ 
◦ その他（寮など）：2.7％ 

 

 現住居築年数について 
◦ 12年未満：27.6％  13年～17年：21.4％ 
◦ 18年～31年：24.5％  32年～41年：12.7％ 
◦ 42年～62年：4.1％  63年以上：1.3％ 

 

 地震保険加入率（※共済を含む） 

◦ 損害保険料率算出機構：世帯加入率は26.0％  (H24.03末現在) 

◦ 本調査の世帯加入率：23.3％  
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ロジット回帰分析の手法 
地震保険需要 

13 

定　     義

InsurancePremium 地震保険料率（平均値） 損害保険料率算出機構が公表している鉄筋造と木造の建物の地震保険料率の平均値。

回答者の居住エリアの地震リスクの大きさの代表指標としている。

Income 世帯所得

FinancialAsset 金融資産

HouseOwner 自宅所有者

ConstructYear 建築年数

RiskPerception 地震リスクへの認識 現住エリアに将来どのぐらいの確率で地震が起きるか、または地震が起きた場合、現住居

にどの程度の損害が生じると思っているか、その程度を数値化したもの。

DisasterExper 被災経験（東日本大震災含む）

LossControl ロス・コントロール 土地や住居の購入・入居時に地盤や地形の考慮、耐震診断または耐震補強、あるいは地

震時の家具などの転倒防止対策をはじめとするロス・コントロール行動を実施する場合を１

とし、実施しない場合をゼロとする。

InfoCollection 地震リスク対策関係情報の取得 現住居の耐震情報を把握している場合を１とし、または現住エリア周辺のハザードマップを

しっかり確認し、かつ建物のリスクを認識している場合を１とする。そうでなければ０とする。

GovernAssist 政府による救済策

SelfEmployed 自営業者

被 説 明 変 数

Insurance 地震保険購入 地震保険に加入している場合を１とし、加入していない場合を０とする。

説 明 変 数



ロジット回帰分析の結果 
地震保険需要 
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(1) 世帯所得：世帯主と配偶者とのいずれかまたは両方について、「答えたくない・分からない」と

答えるものをサンプルから削除している。 
(2) 金融資産の保有総額：「答えたくない・分からない」と答えるものをサンプルから削除している。 
(3) 現住居の建築年数：「覚えていない」と答えるものをサンプルから削除している。 

 

(4) ***、**、* はそれぞれ1％、5％、10％水準で有意であることを示している。 
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ロジット回帰分析の手法 
ロス・コントロール 
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定　     義

土地や住居の購入・入居時に地盤や地形の考慮、耐震診断または耐震補強、あるいは地

震時の家具などの転倒防止対策をはじめとするロス・コントロール行動を実施する場合を１

とし、実施しない場合をゼロとする。

InsurancePremium 地震保険料率（平均値） 料率算出機構が公表している鉄筋造と木造の建物の地震保険料率の平均値。

回答者の居住エリアの地震リスクの大きさの代表指標としている。

Income 世帯所得

FinancialAsset 金融資産

HouseOwner 自宅所有者

ConstructYear 建築年数

RiskPerception 地震リスクへの認識 現住エリアに将来どのぐらいの確率で地震が起きるか、または地震が起きた場合、現住居

にどの程度の損害が生じると思っているか、その程度を数値化したもの。

DisasterExper 被災経験（東日本大震災含む）

Insurance 地震保険購入 地震保険に加入している場合を１とし、加入していない場合を０とする。

InfoCollection 地震リスク対策関係情報の取得 現住居の耐震情報を把握している場合を１とし、または現住エリア周辺のハザードマップを

しっかり確認し、かつ建物のリスクを認識している場合を１とする。そうでなければ０とする。

GovernAssist 政府による救済策

SelfEmployed 自営業者

被 説 明 変 数

LossControl ロス・コントロール

説 明 変 数



ロジット回帰分析の結果 
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データ分析の結果（まとめ） 

 ロス・コントロールの行動が地震保険購入の行動と代替
的な関係にない。地震保険の購入はロス・コントロール
活動の実施を促進する可能性が高い一方、その逆も同様
である。 
 

 持ち家の世帯ほど、地震保険需要が高い。また、建築年
数の長い建物は、地震保険を購入しない傾向にある。 
 

 世帯所得と地震保険需要との間に正の相関関係があると
いう先行研究の結果が本稿では確認できなかった。ただ
し、金融資産については、それをもつ世帯ほど、地震保
険需要が高い傾向にあることを確認できた。 
 

 個人の地震リスクに対する主観的な認識は、地震保険の
購入行動にある程度の影響がある。 
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データ分析の結果（まとめ） 

 自営業者の世帯ほど、地震保険を購入しない傾向を確認
できた。 
 

 震災後の政府による救済活動またはそれに対する期待が、
地震保険需要への影響を確認できなかったものの、ロ
ス・コントロール活動を行うインセンティブを弱める効
果があることが確認された。 
 

 自宅の耐震強度や現居住エリアのハザードマップを初め
とする災害リスクマネジメントの情報を把握している世
帯ほど、地震保険を購入したり、ロス・コントロールの
活動に取り組んでいる。 
 

 被災経験が地震保険需要を高める可能性を確認できな
かったものの、ロス・コントロール活動の実施を促進す
る効果が高いことを確認できた。 
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政策的インプリケーション 

 
 築年数の古い建物の地震リスクマネジメント 

 
 地震リスク情報の発信、および防災教育活動
の重要性 
 

 大震災の経験を如何に活かすべきか 
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ご静聴ありがとうございます！ 
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